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◆高校・中学新卒者の就職内定状況等調査～３月末現在～　　5月13日(厚生労働省)  

　・高校新卒者の就職内定率は９４．１％と前年同期に比べ２．０ポイント上昇し、３年連続で改善。 

◆大学等卒業予定者就職状況調査～４月１日現在～　　5月13日（厚生労働省・文部科学省）  

　・大学新卒者の就職率は９３．５％で、前年同期に比べ０．４ポイント上昇。就職希望率は６６．３％と同２．８ポイント上昇。 

◆国民経済計算～１―３月期・１次速報～　　5月17日（内閣府） 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比で１．３％（年率５．３％）。 

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）が１．４％、財貨・サービスの純輸出（外需）が－０．１％。 

◆個別労働紛争解決制度施行状況～平成１６年度～　　5月23日（厚生労働省）  

　・総合労働相談コーナーに寄せられた民事上の個別労働紛争相談件数は１６万１６６件。 

◆労働力調査詳細結果～１～３月平均速報～　　5月31日（総務省）  

　・役員を除く雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は３２．３％と前年同期比０．８ポイントの上昇。 

　・完全失業者のうち、「３か月未満」が１０９万人と最も多く、「1年以上」が１０１万人で続く。 

◆労働経済動向調査～５月～　　６月３日（内閣府）　  

　・常用労働者過不足判断D.I.（「不足」－「過剰」）は、前期比同の１３ポイントと不足超過幅は横ばい。 

　・雇用調整実施事業所割合（１～３月期実績）は、調査産業計で１４％と前期（１５％）と比べるとやや低下している。 

 

最 近 の 統 計 調 査 より  

5月11日～6月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

労働災害動向調査～１６年～　　5月27日（厚生労働省） 

～労働災害率の度数率は前年より上昇～ 
　労働災害率（総合工事業を除く、以下同じ）を調査産業計でみると、度数率は1.85（前年1.78）と前年をよりやや上昇
しており、強度率は0.12と前年と同水準となっている。 
　度数率を産業別にみると、サービス業の3.26が最も高く、運輸業の2.89、卸売・小売の2.76と続いている。 
　強度率を産業別にみると、鉱業の0.73が最も高く、サービス業の0.19、建設業の0.17と続いている。  
　特に、建設業についてみてみると、度数率0.54（前年0.51）、強度率0.17（同0.06）となっており、前年に比べ、災害
がやや増え、しかも、重大災害が非常に増えたという結果になった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注１）度数率とは、100万延実労働時間当たりの労働災害による死傷者数で、災害発生頻度を表す。 
（注２）強度率とは、1000延実労働時間当たりの労働損失日数で、災害の重さの程度を表す。 
 

情報解析部 

産業別の労働災害率 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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調査年 

2003 
 
 
 

2002 
 
 
 
 

2001 
 
 
 

2000 
 
 
 
 

1999

調査名 

労働組合実態調査 
 
 
 

団体交渉と労働争議に関する実態 
 
 
 
 

労働協約等実態調査 
 
 
 

労働組合活動実態調査 
 
 
 
 

労使コミュニケーション調査 

主な調査事項 

組合の組織状況に関する事項 
組合役員等に関する事項 
組合財政に関する事項 
組合活動に関する事項 

労使間の話合いの状況 
団体交渉の状況 
企業組織の再編・事業部門の縮小の労使間の話合い 
労働争議 
労使間の諸問題の解決手段に関する評価と今後重視するもの 

労働協約の締結状況 
労働協約の事項別締結状況等 
パートタイム労働者への労働協約の適用状況 
人事に関する事項についての労働組合の関与状況 

企業組織の再編等と労働組合の対応に関する事項 
出向と労働組合の対応に関する事項 
賃金・退職金制度の改定と労働組合の対応に関する事項 
能力主義化、能力給化についての労働組合の認識 
退職金制度についての労働組合の認識 

労使コミュニケーション全般 
労働者の不平・不満と苦情処理機関 
労使協議機関 
その他の労使コミュニケーション施策 
労働組合に関する意識 
労働条件の個別的決定 

図表2 最近の労使関係総合調査実態調査について 

資料出所：総務省統計局「労働調査」、厚生労働省「労働組合基礎調査」 

図表1

労使関係 今月のキーワード解説 

（情報解析課長　秋山恵一） 

　今回は、労使関係にまつわる統計調査を紹介します。 
 
１　労働組合全般に関すること 
（1）厚生労働省「労働組合基礎調査」 
 この調査は労働組合数、労働組合員数等の状況を調査することを目的としており、毎年、届け出などによって都道府県ご
とに把握されているすべての労働組合について調査されています。この調査で調べられている労働組合員数を総務省統計局
「労働力調査」から得られる雇用者数で割ったものを推定組織率といいます。 
 平成16年の推定組織率は19.2％で、低下傾向が続いています （図表１）。  
（2）同省「労使関係総合調査」実態調査 
 労使関係総合調査は、１の労働組合基礎調査と毎年テーマを変えて実施される「実態調査」の２つの調査の総称で、労使
関係の状況を総合的に把握することを目的としています。 
 テーマは５つあり、５年のローテーションによって調査がなされており、16年では労使コミュニケーション調査が行われ
ています（最近のテーマの状況については図表２を参照のこと）。 
 １の労働組合基礎調査で把握された労働組合を母集団枠とする標本調査の手法が用いられています（ただし、労使コミュ
ニケーション調査については、労働組合の無い事業所も調査対象であるため、総務省統計局「事業所・企業統計調査」の調
査対象を母集団枠とする標本調査となっています）。 
 
２　労働争議に関すること 
　同省「労働争議統計調査」 
　この調査は、労働争議の発生状況を労働争議の種類別、産業別などに調査するものです。すべての労働争議が調査対象と
なっており、届け出を受けた都道府県ごとに労働争議について調査・集計が毎月なされ、毎年、年集計がなされます。労働
争議には２か月以上に及ぶものがありますが、この場合、
各月ごとではそれぞれ１件の労働争議として計上され
ますが、年集計では１件の労働争議として計上するため、
月集計の年計と年集計とは一致しないものとなってい
ます。 
 
４　賃上げ要求・妥結状況について 
　厚生労働省により、春季賃上げ要求や妥結状況が調
査されています。労働組合のある、規模の大きな主要
企業のうち、妥結額（定期昇給込みの賃上げ額）を把
握できたものについての「民間主要企業春季賃上げ要
求・妥結状況」と中小・中堅企業を対象とした「中小・
中堅企業春季賃上げ要求・妥結状況」があります。 
 また、同省「賃金引上げに関する実態調査」により 、
賃金の改定状況が調査されています。この調査は、「事
業所・企業統計調査」の調査対象を母集団枠とする標
本調査で、賃金の改定実施の有無、時期、定期昇給・
ベースアップの実施状況、額、決定に当たっての重視
要素、労働組合との交渉経過等が調査されております。 
 政府以外による賃上げに関する調査としては、日本
経営者団体連盟により春季労使交渉の回答額や夏季賞
与・一時金の妥結額が調べられています。 
 
　労働組合に関するほかの調査研究としては日本経営
者団体連盟・東京経営者協会「第２回『新時代の日本
的経営』についてのフォローアップ調査」（1998年））や
連合総合生活開発研究所「労働組合に関する意識調査」
（2003年）等、多くの調査研究がなされています。 
 労働政策研究・研修機構においても「従業員関係の
枠組みと採用・退職に関する実態調査」（2005年）、「外
資系企業の労使関係等実態調査」（2005年）といった調
査研究がなされています。 


